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I. はじめに 

預金の払出しに当たっては、顧客の財産保護の観点から、原則として預金者

本人の意思確認が必要となる一方、高齢化率が上昇するわが国においては、認

知判断能力の低下した高齢顧客への対応を強化・改善するとともに、高齢顧客

の様々な課題やニーズに対応し、顧客本位の業務運営に取り組んでいくことが

期待されている。 

かかる状況のもと、2020 年８月５日に金融庁金融審議会市場ワーキング・

グループが公表した報告書において、高齢顧客との取引および高齢顧客との取

引における代理取引に関する指針策定について言及があったことを受け、全銀

協においては、2021 年２月に「金融取引の代理等に関する考え方および銀行

と地方公共団体・社会福祉関係機関等との連携強化に関する考え方（公表版）
1」（以下、「金融取引の代理等に関する考え方等」という。）を取りまとめた。 

この「金融取引の代理等に関する考え方等」は、主に預金者本人が高齢顧客

であり、認知判断能力がない、または一部低下しているケースを念頭に整理し

たものであるが、他方で、預金者本人の認知判断能力に問題はないと想定され

るものの、いずれかの事由により、親族等が取引を申し出る場合における代理

等に関する考え方は、必ずしも明らかとはされていない。 

ここで、銀行実務においては、預金者本人に突然の病気や事故等の不測の事

態が生じた結果、意識不明の状態となり、親族等が預金者本人の口座から医療

費・介護費等を払い出したいと申し出るケースは日常的に生じている。このよ

うな場合、成年後見制度の利用を案内することが原則として考えらえる一方、

申請には時間を要するため、人道的観点から、払出しに応じることも想定され

る2。

この点、金融庁が 2021 年８月 31 日に公表した「2021 事務年度金融行政方

針」においては、「不測の事態が生じた際における預貯金の払出しについて、

対応の着眼点等の整理や周知が進むよう、引き続き業界の取組みを後押しす

る。」とされている。 

以上を踏まえ、本書は、銀行が無権代理人から預金者本人に突然の病気や事

故等の不測の事態が生じたとして、預金の払出しの申し出を受けた際の判断の

ポイントを整理するものである。 

 

                                                   
1 https://www.zenginkyo.or.jp/news/2021/n021801/ 
2 関連して、当協会が 2020年３月に公表した「預金者ご本人の意思確認ができない場合
における預金の引出しに関するご案内資料」（https://www.zenginkyo.or.jp/news/2020/n03
2601/）においても、預金者本人の生活費、入院や介護施設費用等のために資金が必要で
困っている際には、まずは、取引銀行へ相談されたい旨を記載している。 
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II. 状況・場面設定 

預金者本人に突然の病気や事故等の不測の事態が生じた結果、意識不明の状

態になったとして、代理権のない第三者（無権代理人）が預金者本人名義の預

金口座からの預金の払出しを求めて来店した状況・場面を想定する3。 

このため、預金者本人の法定代理人（成年後見人等）や任意代理人が選任さ

れていることを確認したケースでは、各行所定の手続きに沿って対応すること

とし、本書の対象外とする。 

また、預金者本人の認知判断能力が低下しているケースでは、全銀協「金融

取引の代理等に関する考え方等」における整理を踏まえた対応が想定されるほ

か、繁忙や足腰の不調等により来店が困難なケースでは、代理人指名手続等を

通じて預金者本人の払出し意思の確認が可能であることから、いずれも本書の

対象外とする。 

 

III. 判断のポイント 

銀行が上記Ⅱ．の状況・場面において、人道的観点から、預金の払出し依頼に

応ずるうえでは、全銀協「金融取引の代理等に関する考え方等」の「Ⅰ．２．(5) 

無権代理人との取引」を準用することが考えられ、具体的には、以下のポイント

にもとづいて判断することが考えられる。 

 

１．預金者本人の状態の確認方法 

 預金者本人の状態について、例えば、医療機関等に対して銀行から問合せ

を行ったとしても、個人情報保護の観点から回答を得られないことが通常

である。すなわち、預金者本人が払出しの意思表示をできない状態である

ことを、銀行が正確に把握することは容易ではない。 

 このため、銀行は、多くの場合において、依頼人である無権代理人からの

ヒアリング内容にもとづき預金者本人の状態を推定することとなるが、こ

の際、医療機関等が依頼人である無権代理人に対して提供した診断書の写

し等を徴求することで、預金者本人の状態を客観的に確認・把握可能とな

り、預金払出しの必要性や緊急性の判断の参考となると考えられる。 

 

  

                                                   
3 なお、来店の前段として、本人との預金取引の有無および具体的な残高に係る照会が電
話等で寄せられる場合がある。これに対しては、守秘義務との関係に留意しつつ、以下に

続く判断のポイントを踏まえた丁寧なヒアリングを行い、情報開示の可否およびその程度

を決定することが考えられる。 
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２．依頼人の範囲 

 依頼人の属性（預金者本人との関係性）に応じて、それぞれリスク評価を

行い、払出し依頼に応ずるべき依頼人の範囲を限定することが考えられる。 

 

３．対象預金の範囲 

 取引の対象となることが想定される預貯金の範囲は、まず、解約等を要せ

ずに払出しを行うことができる、普通預金が考えられる。 

 外貨預金等の金融商品取引法の対象となるリスク性金融商品を対象に含

めることも想定されるが、価値変動に伴う原状回復の困難さ等から、より

慎重な対応が求められる。 

 

４．資金使途の範囲 

 資金使途については、顧客本人のために必要な資金であることが明らかで

ある必要があり、医療費や施設入居費等が想定される。 

 

５．金額上限・回数上限の設定 

 取引の性質上、取引可能な金額および回数に上限を設けることが考えられ

る。 

 

６．出金方法 

 銀行としては、上記「４．資金使途の範囲」に留まらず、払い出された預

金が、実際にその使途のために充てられるかを考慮する必要があり、これ

を担保するために、本人の預金口座から費用請求者への直接払いを基本と

する。 

 

７．払出しに応ずる期間に対する考え方とその他制度への引継ぎ 

 無権代理人に対する預金の払出しにどの程度の期間応ずるか、という点は、

預金者本人の状態やその環境の変化を踏まえて判断されるべきものであ

るが、いずれにせよ、当該払出しが極めて限定的な対応であることを依頼

人である無権代理人に理解いただくことが重要となる。 

 この点、取引を行う際に、成年後見制度（審判前の保全処分を含む）の利

用を案内することや、司法書士等の専門家を紹介することが考えられる。 

 また、各行独自の代理人制度や、財産管理サービス等があり、預金者本人

の事情に適したサービスを案内可能な場合は、そうした手続きを案内する

ことも考えられる。 

以  上 




